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 1 

１次ビジョンの計画期間内の調査結果の変動状況 2 
 3 

◆ 府営水道について 4 

Ｑ.京都府が水道事業を行い、府南部の１０市町に水を供給していることを知っていますか。 5 

⇒認知度は低い 6 

 7 

[府営水道を知っている２２９人への質問] 8 

Ｑ. 府営水道では、宇治、木津、乙訓の３浄水場により給水を行っています。平成２６9 

年３月には、その３浄水場を送水管で接続する事業が完成したことで、浄水場間の相互10 

バックアップができるようになり、災害・事故時等にも一層、安心で安全な給水が可能11 

になりました。このような取り組みをご存じですか。 12 

⇒府営水道の安心安全への取組の認知度は低い 13 

 14 

Ｑ.府営水道について総合的にどう思いますか。 15 

⇒６割以上が不満を感じていない 16 

 17 

  18 

  （２）住民意識調査の結果 第５章‐１ 関連 本編 P62 
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◆ 今後の水道事業に関して 1 

Ｑ.今後の水道事業について一番大切と感じていることは何ですか。 2 

⇒安心・安全な水が平時も災害時も使えること 3 

 4 

【住民意識調査概要】 5 

 ・調査概要 インターネットリサーチ会社に登録したモニターの回答を集計 6 

 ・回答者  受水１０市町の人口比に応じたモニター（1,000人） 7 

   8 

  9 

54.9%

59.2%

61.5%

35.1%

30.7%

29.8%

9.2%

9.6%

7.4%

0.8%

0.5%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2.8

H28.12

H24.7

日々の水質の安全が保たれていること 災害等にあっても、必要な水が使えること

料金が安いこと その他

R2.8 調査：宇治市 266 人、城陽市 110 人、向日市 82 人、長岡京市 118 人、 

八幡市 104 人、京田辺市 108 人、木津川市(旧木津町)113 人、大山崎町 23 人、

久御山町 23 人、精華町 53 人 
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用　　語 解　　　説

割賦負担金
　独立行政法人水資源機構では、ダム等の新築等の工事が完了し、当該ダム等の管理を開始し
た後、受益者は、受益者負担金相当分の金額を割賦支払等をすることとなっており、その割賦
支払するものを「割賦負担金」という。

カバージョイント
　管路で漏水が生じたときに管を外側から覆うように設置することで漏水を補修する金具のこ
と。管を取り替えずに補修を速やかに行うことができる補修専用の金具である。

かび臭

　河川やダム湖等で発生する植物性プランクトン（藻など）が原因で、水道水にも感じられる
ことがある異臭で、水道水質基準の一つにも定められている。府営水道では、取水河川の上流
で発生するかび臭に対して、高度浄水処理施設（宇治浄水場）や粉末活性炭注入設備（木津・
乙訓浄水場）により対応している。

幹線

　府営水道の送水管路は、浄水場とポンプ場をつなぐ幹線と、幹線から各受水市町の分水点
（受水施設のあるところなど）をつなぐ分水線に分類している。
  　・幹　線　→　府営水道の浄水場と久御山広域ポンプ場をつなぐ管路
  　・分水線　→　幹線から分岐して、受水市町の分水点までをつなぐ管路

か 行

４．用語の説明 
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幹線調整施設

　久御山広域ポンプ場と浄水場との間の水の融通に際して送水管内の水圧を調整するための施
設で、宇治系管路の途中（宇治市伊勢田町）と木津系管路の途中（木津川市吐師）に設置して
いる。なお、乙訓系管路は高低差が大きく調節が難しいため、幹線調整施設は設置していな
い。

管理指標 　経営の参考として確認する指標。経年的な変化の把握や他事業体の数値のと比較を行う。

管路更新・耐震化計画
　府営水道管路の耐震化には、耐震継手管に布設替えする必要があり、非耐震管のすべてを布
設替えするには莫大な費用と長い期間を要するため、更新と合わせて耐震化を実施することと
し、緊急性・効率性を考慮した計画を策定することとしている。

企業債 　地方公営企業の建設・改良等に要する資金に充てるため起こす地方債をいう。

業務指標

　平成17年１月17日、「水道事業ガイドライン（JWWA Q 100）」が日本水道協会規格と
して制定された。水道事業ガイドラインに基づく「業務指標（ＰＩ： Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ
Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）」は、水道事業体が行っている多方面にわたる事業を定量化（数値化）
しようとするものである。業務指標により、水道事業体が自らの事業活動を定量化して、評価
することによって、問題点の把握、目標・施策の決定、説明責任の遂行等に活用されることが
期待されている。

給水原価
　有収水量1m3当たりについて、どれだけの費用がかかっているのかを示す。給水原価は水
源・原水水質など水道事業環境に影響を受けるため、給水原価の水準だけでは、経営の優劣を
判断することは難しい。

京都水道グランドデザイン 　京都府水道ビジョン。府内全域の水道事業の方向性を示す計画。

京都府営水道事業経営懇談会、京
都府営水道事業経営審議会

　府営水道の料金改定等、重要な経営課題について検討いただくため、京都府が設置した委員
会組織をいう。（平成25年度に京都府営水道事業経営懇談会から京都府営水道事業経営審議会
に名称変更）

緊急連絡管

　府営水道からの送水は各受水市町の分水点に対して行うが、事故・災害といった緊急時に備
えて分水点以外の箇所でも送水を受けられるよう、緊急用の接続をしている場所があり、この
接続管のことを「緊急連絡管」と呼んでいる。府営水道と隣接する京都市との間でも緊急時に
相互に水道水の融通ができる緊急連絡管を整備している。

久御山広域ポンプ場

　府営水道の３浄水場の水を緊急時にも平常時にも融通（水運用）するため、平成21年度に設

置（久御山町野村）したポンプ施設で、大小４台の送水ポンプに加えて１万ｍ
3
の貯留施設（配

水池）と緊急時には給水車や府民に水道水を給水する「応急給水拠点」としての機能も備えて
いる。

繰上償還 　借り入れた資金の全部または一部を所定の期限前に繰り上げて償還することをいう。

クリプトスポリジウム 　耐塩素性病原微生物。浄水処理の塩素消毒に対して耐性を持つ。

クローズドシステム
　浄水場では、河川から取水した原水を浄水処理して水道水として受水市町に送水するが、浄
水処理で使用する施設の洗浄などの水を、浄水場外に捨てずに全て再利用する方式を「クロー
ズドシステム」と呼んでいる。

経年管 　法定耐用年数（40年）を経過した管をいう。

減価償却費

　建物・建物附属設備・機械装置・器具備品・車両運搬具などの資産は、一般的には時の経過
等によってその価値が減っていく。このような資産の取得に要した金額は、取得した時に全額
必要経費になるのではなく、その資産の使用可能期間の全期間にわたり分割して必要経費とし
ていく。この使用可能期間に当たるものとして法定耐用年数が定められている。「減価償却
費」とは、資産の取得に要した金額を一定の方法によって各年分の必要経費として配分してい
くものである。

原水
　浄水場で浄水処理や薬品注入を行う前の原材料としての水のことを「原水」という。府営水
道では、３箇所の浄水場すべてが河川から取水しているので、原水は河川水になる。

更新基準年数
　水道施設や装置は、法定耐用年数に基づいて減価償却を行うが、実際には、点検・修繕に
よって法定耐用年数を超えても機能維持している場合が多いので、実際に更新が必要となる年
数について、事例・実績から設定したものである。

高度浄水処理

　浄水場において、通常の浄水処理方法では十分に対応できない臭気物質・トリハロメタンの
元となる物質などの除去を目的とした浄水処理施設で、活性炭処理・オゾン処理・生物処理施
設を指す。府営水道では、宇治浄水場にオゾンと活性炭を組み合わせた高度浄水処理施設を設
置している。

用　　語 解　　　説

暫定豊水水利権 　→　水利権の欄を参照

ＣＰＳ
　「Cyber-Physical System」略。現実世界のセンサーシステムが収集した情報を、サイバー
空間において分析を行い、現実世界にフィードバックする。

さ 行
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水道用水供給事業 　水道により水道事業者に対してその用水を供給する事業をいう。

水利権

 　「水利権」は河川法で定められた用語ではないが、一般的に河川の水を独占的に継続して使
用する権利を指し、府営水道では、河川法（第２３条）による流水占用許可のことを「水利
権」と呼んでいる。府営水道の場合、取水を行う宇治川・木津川・桂川には、渇水時（10年に
１回程度）に十分な水量が流れないので、ダム建設事業において府営水道の貯水量を確保して
必要なときに必要な水量を流せるようにした上で水利権を得ており、このようにダムに裏打ち
された水利権を「安定水利権」という。また、水道水の需要が現実に発生しているにもかかわ
らずダムが完成していない場合で、社会的要請により緊急に用水を必要とするときには、暫定
的な水利権が許可されることがあり、このような水利権を「暫定豊水水利権」という。

送水、送水管路
　浄水場で浄水処理をした水道水を受水市町まで送ることを「送水」、そのための管路を「送
水管路」という。なお、取水した水（原水）を浄水場まで運ぶことは「導水」、そのための管
路を「導水管路」という。

総トリハロメタン等

　浄水処理の過程において、原水の中にある有機物と消毒剤の塩素（次亜塩素酸ナトリウムを
含む）が反応して生じる物質（消毒副生成物）で、「クロロホルム」「ブロモジクロロメタ
ン」「ジブロモクロロメタン」及び「ブロモホルム」があり、それぞれの濃度の総和を「総ト
リハロメタン」といい、発がん性物質に分類され水道水質基準項目にもなっている。塩素との
接触時間や、原水の有機性汚濁（フミン質・蛋白質・アミノ酸・藻類）により生成の状況が変
わるため、府営水道では生成を抑制するよう塩素との接触時間の短縮などの工夫をしている。

用　　語 解　　　説

耐震管、耐震継手管

　「耐震管」とは、導・送・配水管における耐震継手を有するダクタイル鋳鉄管、鋼管及び水
道配水用ポリエチレン管(高密度）をいう。ダクタイル鋳鉄管の耐震継手とは、Ｓ形・ＳⅡ形・
ＮＳ形・ＵＳ形・ＵＦ形・ＰⅡ形など離脱防止機構付き継手をいい、鋼管については溶接継
手、水道配水用ポリエチレン管については熱融着継手に限られる（「水道事業ガイドライン
（日本水道協会）」より抜粋編集）。府営水道では、管路のほとんどにダクタイル鋳鉄管を使
用しているため、耐震継手を有する管を「耐震継手管」と呼んでいる。

耐震診断

　施設や構造物が地震にあっても機能を維持できるかどうか、損傷を受けないかどうか等につ
いて、地盤条件や構造計算に基づいて判定することを「耐震診断」という。耐震診断に際して
は地震時に施設や構造物に求める耐震性能（機能維持の水準や損傷の受けにくさ）を設定の
上、想定地震動に対して耐震性能を満足するかどうかを判定する。また、耐震性能を満足する
ように施設や構造物を設計することを「耐震設計」という。

大戸川ダム

　国土交通省が宇治川上流の大戸川（滋賀県大津市上牧町）で建設中のダムで、かつては府営
水道も水源確保のために利水参加していたが、水需要見込みの見直しにより、将来の料金負担
を軽減するため、利水参加を取り止め（利水撤退）た経過がある。現在、国においてダム事業
を継続するかどうかについての検証が進められている。

ダクタイル鋳鉄管

  「ダクタイル」とは、英語の「Ductile」のことで、延性のあるという意味の形容詞である。
１９４８年、鋳鉄組織内の析出黒鉛形状を片状から球状に変えた「球状黒鉛鋳鉄」が開発さ
れ、片状黒鉛鋳鉄（ねずみ鋳鉄）の2倍以上の強度と高い靭性を有したことから「ダクタイル
鋳鉄」と呼ばれた。その後、「ダクタイル鋳鉄」を素材とする鉄管が開発され、「ダクタイル
鋳鉄管」が誕生した。

濁度
　水道水質基準の一つで、水に含まれる濁り成分の程度を数値で示したものである。水道水質
基準の濁度は、浄水処理後の水道水についていうが、浄水処理の途中や原水でも濁度を監視
し、適切な浄水処理を行っている。

ダムからの利水撤退
　水道の水源に必要なダムの貯水量を確保するため応分の費用を負担してダム建設事業に参加
することを利水参加という。利水参加していた事業体が、水需要の見直し等によって、利水参
加を取り止めることを利水撤退という。

ダム管理費
　国等がダムを運用・管理していくための必要な費用を利水者として府営水道が負担するもの
である。

ダム湖水
　ダムによってできた湖に貯留された水のことを「ダム湖水」という。府営水道では、宇治浄
水場が天ヶ瀬ダムから直接ダム湖水を取水している。

地球温暖化防止京都会議（ＣＯＰ
３）

　平成９年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3、京都会議）
のことである。先進国・市場経済移行国の温室効果ガス排出の削減目的を定めた京都議定書が
採択された。

着水井
　「着水井」は浄水場施設の一つで、河川から取水した原水を浄水場で受け取るための水槽の
ことで、浄水場内での水質監視・薬品注入の場として使用される。

中央監視制御室
　浄水場などを運転する上で、複数の対象施設・装置などの運転・制御を効率的かつ一元的に
管理をする施設をいいう。府営水道では、各浄水場の中央監視制御室ですべての機器装置の運
転・監視をしている。

た 行



 

- 132 - 

 

 1 

 2 

 3 

長寿命化

　「長寿命化」とは、施設の部分的な取り替え・修繕によって既存施設を活用し、実態的な耐
用年数を延伸させようとすることである。部分取替・修繕よりも更新の方が合理的なこともあ
るので、修繕等の投資総額と更新する場合の投資を比較して、既存施設を活用した方が有利に
なる場合が長寿命化に当たる。

帳簿原価 　資産を取得し又は改良したときにおいて、資産に計上する価額をいう。

沈殿池

　「沈殿池」は、浄水場施設の一つで、河川から運ばれてきた原水に薬品を混合してゆっくり
と（毎分30cm以下）流すことにより、原水に含まれる濁りを沈殿させて上澄みを取り出す施
設である。府営水道の浄水場では沈殿池で濁り成分が沈殿し易くなる薬品（凝集剤：ポリ塩化
アルミニウム）を混合させている。

出前語らい
　京都府の様々な仕事について、府民の皆さんのご要望に応じて職員が説明に出向くことであ
る。

導水、導水管
　河川等で取水した水（原水）を浄水場まで運ぶことを「導水」、そのための管路を「導水管
路」という。なお、浄水場で浄水処理をした水道水を受水市町まで送ることは「送水」、その
ための管路を「送水管路」という。

用　　語 解　　　説

内部留保資金
　減価償却費など、現金支出を伴わない費用計上によって生じた資金を「損益勘定留保資金」
という。この資金は、主に施設整備の費用・企業債の返済財源などに使われる。この損益勘定
留保資金・引当金・積立金の合計を「内部留保資金」という。

二重投資

　受水市町では、府営水と自己水を家庭や事業所に給水している。府営水を供給する府営水道
施設と自己水を供給する自己水施設があり、水需要の減少や更新負担の増大など厳しい経営環
境の中で、それぞれの施設への将来の投資が重複（二重）しないように抑制し、住民負担の軽
減を図ることが重要である。

日水協
　公益社団法人日本水道協会の略で、水道の普及とその健全な発達を図るために設立された公
益法人である。

丹生ダム

　独立行政法人水資源機構が琵琶湖に注ぐ姉川上流の高時川（滋賀県長浜市余呉町小原）で建
設中のダムで、かつては府営水道も水源確保のために利水参加していたが、水需要見込みの見
直しにより、将来の料金負担を軽減するため、利水参加を取り止め（利水撤退）た経過があ
る。現在、国等においてダム事業を継続するかどうかについての検証が進められている。

濃縮槽

　「濃縮槽」は、浄水場の排水処理施設の一つで、浄水処理で河川水から取り除いた泥や有機
物を脱水・乾燥させる前に濃縮させるための施設である。府営水道の濃縮槽は、水槽内に泥等
を含む水をためて重力によって濃縮させ、濃縮された泥等を水槽の底から抜き取る仕組みと
なっている。

な 行

用　　語 解　　　説

排水処理施設
　浄水処理で河川水から取り除いた泥や有機物を脱水・乾燥させるまでの一連の処理に関係す
る施設の総称である。府営水道の排水処理施設は、排水池、排泥池、濃縮槽及び脱水機などで
構成している。

排水池、排泥池

　「排水池、排泥池」とも浄水場の排水処理施設の一つで、浄水処理で河川水から取り除いた
泥や有機物を濃縮・脱水・乾燥させる前に一時的に貯めておくための施設である。府営水道の
排水池はろ過池を洗浄した排水を一時貯留するもので、排泥池は沈殿池と排水池から出た泥等
を一時貯留した上で濃縮槽へ送るための施設である。

パリ協定

　2020年以降の地球温暖化防止の新たな法的枠組み。平成27年12月に国連気候変動枠組条
約第21回締約国会議（COP21）において採択された。京都議定書(COP3）は一部先進国の
参加にとどまったが、パリ協定では途上国を含む条約に加盟する全ての国・地域が対象となっ
た。

非常用自家発電設備
  浄水場やポンプ場では大量の電力を使うことから、停電などの非常時に備えて、場内電力を供
給するために設置する発電設備のことである。府営水道では宇治浄水場・木津浄水場・久御山
広域ポンプ場に設置している。

非耐震管
　水道管のうち、耐震管以外のものを「非耐震管」という。府営水道の非耐震管には、ダクタ
イル鋳鉄管のＡ形・Ｋ形・Ｕ形継手管がある。

比奈知ダム
　独立行政法人水資源機構が木津川上流の名張川（三重県名張市上比奈知）に建設したダム
で、洪水調節、発電、水道水の確保を目的とした多目的ダムである。府営水道では、木津浄水
場が比奈知ダムで確保した貯留水を利用しており、府営水道の水源の一つとなっている。
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表流水
　水道の水源をいう場合に、地下水に対して河川を流れる水のことを「表流水」という。府営
水道の水源は、天ヶ瀬ダム（再開発含む）、比奈知ダム及び日吉ダムであるので、すべて表流
水である。

日吉ダム
　独立行政法人水資源機構が桂川（京都府南丹市日吉町中）に建設したダムで、洪水調節、水
道水の確保を目的とした多目的ダムである。府営水道では、乙訓浄水場と木津浄水場が日吉ダ
ムで確保した貯留水を利用しており、府営水道の水源の一つとなっている。

負荷率
　一日最大給水量に対する一日平均給水量の割合をいう。水道事業では、年間を通じて季節的
な需要変動があるため、負荷率で需要変動を把握し、将来の一日最大給水量を推計する。

分水施設
　受水市町に水道水を送水するための受け渡し施設のことで、水量を調節する弁や水質計器な
どを設置している。府営水道では、現在１０市町で２０箇所の分水施設が稼働している。

粉末活性炭注入設備

　水道水のにおい（かび臭など）を取り除くために浄水処理で粉状の活性炭（粉末活性炭）を
使用することがあるが、これを注入するための設備（タンク・注入ポンプ・注入配管等）を総
称して「粉末活性炭注入設備」という。府営水道では、木津・乙訓浄水場の原水（河川水）で
かび臭が発生したときに備えて、臨時的に粉末活性炭注入設備を設置している。

法定耐用年数
　施設・設備の減価償却を行う上で、その期間について地方公営企業法で定められた年数をい
う。実際の耐用年数は維持管理や運転状況によって、必ずしも法定耐用年数とは一致しないの
で、府営水道では更新基準年数を別途定めて施設・設備の更新を行うこととしている。

ポリエチレンスリーブ

　ダクタイル鋳鉄管の外側の腐食を防止するため、管を布設するときに管の外側を覆うように
被せる筒状ポリエチレン製品のことである。管は埋設する土壌の状態や地下水の有無、電力施
設との近接などにより、外面の腐食が急激に進むことがあり、これを防止する（防食）ために
設置するものである。現在、府営水道の管埋設工事においては、すべての箇所でポリエチレン
スリーブを設置している。

用　　語 解　　　説

水安全計画

　食品の衛生管理手法（HACCP（ハサップ））の考え方を導入し、水源から給水栓（分水点
※）に至る各段階で発生しうる危害を予め分析し、その結果に基づいて、必要な対策を実施す
ることにより、水道水の安全性を確保するシステム（仕組み）をとりまとめたものをいう。
　※分水点：受水市町に水道水を受け渡す場所

水資源機構

　「独立行政法人水資源機構」は、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に
対する水の安定的な供給の確保を図るため、平成15年10月１日に設立された独立行政法人
で、独立行政法人となるまでは水資源開発公団としてダムの建設や管理を行ってきた。府営水
道が利水参加した「日吉ダム（京都府南丹市日吉町中）」、「比奈知ダム（三重県名張市上比
奈知）」は旧水資源開発公団が建設したダムである。一般に水資源機構が建設したダムを、国
が建設したダム（国直轄ダム）と区別して、「水資源機構ダム」と呼ぶ。

水循環プラットフォーム

　京都府及び府内上下水道事業者等が抱える水処理技術、運営管理、危機管理等、水循環に関
する諸課題の解決に向け、広範な分野の有識者等の参画を得て、技術支援等を受ける仕組みを
構築することにより、府内水循環施策の総合的な推進に資することを目的として運営。（主な
活動：①京都・水循環人材バンクの運営、②水に関わる研修会等の開催、③水に関わるイン
フォメーションメールの配信）

無薬注式脱水機

　浄水汚泥は有効利用や運搬・処分のために脱水機で水分を絞り出すが、その脱水機のタイプ
の中に薬注式や無薬注式がある。脱水の際に補助剤として消石灰などの薬品を添加して短時間
で水分を絞り出すタイプと、薬品を添加せずに長時間をかけて水分を絞り出す２つのタイプが
あるが、前者を「薬注式脱水機」、後者を「無薬注式脱水機」という。府営水道では、３浄水
場とも脱水後の浄水汚泥（脱水ケーキ）を有効活用し易い無薬注式脱水機を設置している。

目標指標
　京都府営水道ビジョンに掲げる取組方策の達成度を把握するため、数値目標を設定して進捗
を管理している指標をいう。

モンテカルロシミュレーション
ある事象が起こる可能性を統計的に確認するための手法。過大な水需要の推計を回避するた
め、平成30年度に府が実施した水需要予測において本手法を用いた。

ま 行
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用　　語 解　　　説

淀川水質汚濁防止連絡協議会

　一級河川の河川水質汚濁防止対策の実施、水質に関する情報の収集・交換、緊急事態発生時
における措置等に関する協力体制の確保、流域における水環境諸施策の調整とその積極的推進
等を行うため、河川管理者と関係行政機関をもって構成する組織である。平成３年７月までに
全国の109の一級水系全てで設立されている。淀川水系では、昭和３３年に全国に先駆けて
「淀川水質汚濁防止連絡協議会」が設立されている。

予備力

　原水の汚染事故時や施設の事故時、また、改良・更新時を考慮して確保している施設能力の
ことをいう。「水道施設設計指針2012」では、場内施設を複数の系列に分割した場合の浄水
場の予備力は1系列相当分程度とし、当該浄水場の計画浄水量の25％程度を標準とするとされ
ている。

や 行

用　　語 解　　　説

リスクマネジメント
　リスクを未然に防止するため、リスクの分析、評価、低減とコントロールを行うことをい
う。

流域下水道 　2市町村以上の区域の下水を排除し処理する下水道で、都道府県が管理するものをいう。

累積欠損金 　各事業年度の損失（赤字）額が累積されたものをいう。

ろ過池
　「ろ過池」は、浄水場施設の一つで、沈殿池で処理したあとの上澄み水に含まれる細かい濁
りを砂の層で取り除く施設である。府営水道の浄水場では、濁り成分が砂の層に捕捉され易く
なる薬品（凝集剤；ポリ塩化アルミニウム）を使う「急速ろ過方式」を採用している。
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